


























































書式、外航海運においては New York Produce Exchange Form 等の英文標準書式において共通し
て採用されている基本的要素を抽出し、明文化された（改正法案704条以下）。
　　⑹ 国内海上運送人の堪航能力担保義務に違反したことによる責任につき、判例上無過失責任と解










（ 2 ）　平泉貴志「危険物の海上運送―NYK アルグス号事件判決を参考として―」海事法研究会誌235
号、2017年、35頁。
（ 3 ）　対荷送人訴訟については、東京地判平22・ 7 ・27判時2181号44頁、東京高判平25・ 2 ・28判時



















則」）は、国連勧告またはこれと整合する IMDG コードに準拠して危険物を 9









（ 5 ）　平泉・前掲注 2 、46頁。
（ 6 ）　平泉・前掲。











































意義務を負うとするものがあった（最判平 5 ・ 3 ・25民集47・ 4 ・3079）。
　運送契約上の義務として荷送人の危険物通知義務を規定した意義は、法制審









（ 8 ）　中元・前掲注 7 、41頁、平泉・前掲注 2 、41頁。
（ 9 ）　法務省民事局参事官室「商法（運送・海商関係）等の改正に関する中間試案の補足説明」（平
成27年 3 月）、商事法務編『商法（運送・海商関係）等の改正に関する中間試案』別冊 NBL152号、
商事法務、2015年、43頁。
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東洋法学　第61巻第 3 号（2018年 3 月）
47
　ところで、わが国の荷送人の危険物通知義務に相当する規定が台湾民法にあ
り、今回わが国が立法で採用した過失責任主義が台湾でも通説であることを確
認できた。ただし、日本の改正法案が運送人の主観と関わりなく一律に荷送人
に通知義務を課すこととしているのと異なり、台湾では、運送人が危険物であ
ることを知っていた場合には、荷送人には通知（告知）義務はなく、通知（告
知）をしなくても、荷送人は免責されるようである。
　わが国の「改正法案」でも、運送人が危険物について知っていた場合、過失
相殺または相当因果関係により、荷送人の責任を軽減、免除することは可能で
あるが、むしろ、わが国の規定ぶりの方が、より細かい責任の分配を可能と
し、荷送人の通知義務が運送人の主観に左右されない点でその明確化が図られ
たという意味でも意義深いように思われる。
〈後記〉
　本稿は去る2017年 9 月15日に、台湾国立高雄海洋科技大学で筆者が講演した
内容について一部加筆したものである。台湾国立高雄海洋科技大学の于惠蓉博
士には今回の講演に際し、本稿「三　台湾法の状況」に関して貴重な情報・ご
意見を賜った。ここに記して、謹んで感謝申し上げる。
 ―くすもと　じゅんいちろう・東洋大学法学部教授―
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荷送人の危険物通知義務の法意〔楠元純一郎〕
